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I はじめに
国際会計基準委員会 (IASC)は， 1997年5月に公開草案第5号「資産の減
損」を公表した。また， IASCは， 1997年10月にアメリカ，カナダ，イギリス，
オーストラリア，ニュージーランドの各会計基準設定主体と共同して，スペシャ
ルレポート「長期性資産の回収可能額判定テストを規定する会計基準の国際的
調査(1997年)Jl)(以下 iG4+1スペシャルレポート」と略称する)を公表し
た。 IASCは，このような減損に関する会計基準についての検討過程を経て，
1998年6月に国際会計基準第36号「資産の減損J(以下IAS第36号と略称する)
を発行した。
他方，アメリカの財務会計基準審議会 (FASB)は， 1990年に討論資料を，
1993年10月に公開草案を発行した(2)。その後， FASBは，・多くのコメントを検
討したのち， 1995年3月にSFAS第121号「減損した長期性資産および処分予
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定で保有する長期性資産の会計処理J3)を発行した。 SFAS第121号は， 2001 
年8月に財務会計基準書第144号 「長期性資産の減損または処分の会計処理」
として改訂された。また，我が国の企業会計審議会は， 1固定資産の会計処理
に関する論点の整理J(2000年6月)および「固定資産の会計処理に関する審
議の経過報告J(2001年7月)を公表し，減損に関する会計基準についての検
討過程を経て， 2002年8月に， i固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す
る意見書J4)を公表した。
上記の減損に関する国際会計基準，アメリカ基準， 日本基準は，その規定内
容が異なっており，国際的調和化が達成されていないのが現状である。このよ
うな状況のもとで，減損に関する会計基準を検討することは，大きな意義があ
ると考えられる。
本論文の目的は，減損に関する会計基準やその背後にある理論を比較検討す
ることによって，あるべき減損に関する会計処理方法を提唱するためのステッ
プとして， IAS第36号による減損に関する会計基準とその背後にある理論を検
討することである。
n IAS第36号による減損会計のしくみ
本節では， IAS第36号による減損会計の基本的手続とその具体的な手続を明
らかにする。
(1) IAS第36号による減損会計の基本的手続
IAS第36号による減損に関する会計処理は，次の 2つの基本的手続で行わ
れる。
① 減損兆候の評価
資産が減損している可能性を示す兆候があるか否かを評価し，そのよう
な兆候のどれかが存在する場合には，企業は当該資産の回収可能価額を見
積もらなければ芯らない ([6]，pa.ra.8)。
ここで回収可能価額とはs資産の正味売却価格と使用価値のいずれか高
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い方の金額をいう。また，正味売却価格とは，事情に精通した自発的な当
事者間での独立第三者間取引における資産の売却によって入手可能な金額
から処分費用を控除した金額をいい，使用価値とは，資産の継続的利用お
よびその耐周年数終了時における処分から生じると期待される見積将来キャッ
シュ・フローの現在価値をいう ([6J，para.5)。
② 減損の認識・測定
資産の回収可能価額が帳簿価額より低い場合に限り，当該資産の帳簿価
額をその回収可能価額まで減額し，減損損失は，原則として，損益計算書
に費用として計上しなければならない ([6J，. para.58)。
1 )減損兆候の評価
IAS第36号 ([6J，para.9)によれば，第一の基本的手続として，資
産が減損している可能性を示す兆候があるか否かが評価される O この評
価をする場合，企業は少なくとも次の兆候を考慮しなければならなL、(5)0
外部の情報源
(a) 当期中に，時間の経過または正常な使用によって予想される以上
に，資産の市場価値が異常に低下している。
(b) 企業が営業している技術的，市場的?経済的または法的環境にお
いて，あるいは資産が利用されている市場においてa 当期中に企業
にとって悪影響のある著しい変化が発生したか，または近い将来に
発生すると予想されるO
(c) 市場利率または投資についてのその他の市場収益率が当期中に上
昇し，かっこれらの上昇が資産の使用価値の計算に用いられる割引
率に影響して資産の回収可能価額を著しく減少させる見込みである。
(d) 報告企業の純資産の帳簿価額が，その企業の株式の市場価値を超
過している。
内部の情報源
(e) 資産の陳腐化または物的損害の証拠が入手できる。
、 、
??
? ???? 。
(f) 資産が使用されているかあるいは使用されると予想される範囲ま
たは方法に関して，当期中に企業にとって悪影響のある著しい変化
が発生したか，または近い将来に発生すると予想される。これらの
変化は，資産の属する事業の廃止若しくはリストラクチャリングま
たは予定されていた期日以前の資産の処分計画を含む。
(g) 資産の経済的効果が予想していたより悪化しまたは悪化するであ
ろうことを示す証拠が内部報告から入手できる (6)0
2)減損の認識・測定
IAS第36号 ([6J，para.58)によれば，第二の基本的手続として，資
産が減損している可能性を示す兆候が存在する場合には，資産の回収可
能価額が見積もられ， i資産の回収可能価額が帳簿価額より低L、場合に
限り，当該資産の帳簿価額をその回収可能価額まで減額しなければなら
ない。当該減少額が，減損損失である。」と規定されている。さらに，
IAS第36号 ([6J，para.59)によれば， i減損損失は，資産が他の国際
会計基準(たとえば， IAS第16号『有形固定資産』において許容されて
いる代替的処理)のもとでの再評価額で計上されている場合を除いて，
直ちに損益計算書に費用として認識しなければならなL、。再評価された
資産の減損損失は，当該他の国際会計基準のもとでの再評価額の減少と
して処理しなければならない。」と規定されている。
なお， IAS第36号 ([6J，para.62)は， i減損を認識した後には，将
来の期間にわたり資産の改訂後の帳簿価額から(もしあれば)残存価額
を控除した金額を残存耐用年数にわたって規則的に配分するために，当
該資産の減価償却(償却)費を調整しなければならない。」と規定して
いる。
以下においてIAS第36号による減損の会計処理について，設例を用い
て説明するo
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【設例 I】(7)
19X1年12月31日，企業は，取得原価250，000ドル，減価償却累計額
50，000ドルの資産を保有している。この資産が減損している可能性を示
す兆候が存在するので，その回収可能価額を見積もる必要が生じた。経
営者によれば， この資産は，翌期以降4年間にわたり毎期40，000ドルの
キャッシュ・フローをもたらすであろうと見積もられ，割引率は10%と
決定されている。また，この資産の正味売却価格は，買い手がいないた
めゼロと見積もられている。
この【設例 I】においては，使用価値(将来キャッシュ・フローの現
在価値)は， 126，800*ドルと計算される(*40，000ドルx3.1699=126，796 
ドルー 126，800ドル)。回収可能価額は，使用価値(126，800ドル)と正
味売却価格(ゼロド、ル)のいずれか高い方の金額であるので， 126，800 
ドルとなる。
したがって，減損損失の金額は，次のように算定されるO
帳簿価額 200，000ドル
使用価値 (-) 126，800 
減損損失 73，200ドル
以上の結果， 【設例 I】のもとでは，経営者は，減損損失を次のよう
に会計処理するO
(借方)減損損失 73，200 (貸方)資産 73，200 
なお， IAS第16号「有形固定資産」において許容されている代替的処
理により再評価額で計上されている場合には，次のように会計処理され
る。
(借方)再評価剰余金 73，200 (貸方)資産 73，200 
また， 【設例 I】のもとでは，資産の帳簿価額は， 126，800ドルとな
、?????、 、?「?
る。この修正後帳簿価額は，当該資産について 4年の残存耐周年数にわ
たって減価償却される。
(2) IAS第36号による減損会計の全体像
IAS第36号による減損に関する会計処理の全体像をフローチャートで示せ
ば，図1のようになる。 IAS第36号による減損会計の基本的手続は，前述
したように①減損兆候の評価と②減損の認識・測定であるが， IAS第36号は，
これらの基本的手続を具体的に適用するに必要なより詳細な規定を示してい
る。
図 1
他の資産グループの
キャッシュ・フロー
から概ね独立した織
別可能なキャッシュ・
フローをもたらす最
小単位に、資産をグ
ループ分けする。
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(3) 回収可能価額の測定
IAS第36号は，回収可能価額(資産の正味売却価格と使用価値のいずれか
高い方の金額)について，以下に示すように規定しているO
1)正味売却価格
IAS第36号 ([6J，para.5)は， I正味売却価格とは，事情に精通した自
発的な当事者間での独立第三者間取引における資産の売却によって入手可
能な金額から処分費用を控除した金額をいう。」と定義しているo IAS第
36号によれば，正味売却価格は，次の①「拘束力のある売買契約に基づく
価格J，②「処分費用控除後の当該資産の市場価格J，③「事情に精通した
自発的な当事者間での独立第三者間取引における資産の売却によって獲得
できる金額から処分費用を控除した金額よの順に優先的に算定される。
IAS第36号 ([6J，para.21)は，①について「資産の正味売却価格の最
善の証拠は，独立第三者間取引における拘束力のある売買契約に基つ。く価
格を資産の処分に直接関連する増分費用について修正したものである。」
と説明している。
また， IAS第36号 ([6J，para.22)は，②について F拘束力のある売買
契約はないが，資産が活発な市場で取引されている場合，正味売却価格は，
処分費用控除後の当該資産の市場価格であるO 適正な市場価格は，通常現
在の付値であるO 現在の付値が，入手できない場合，取引日と見積を行う
日との聞に著しい経済環境の変化がなければ，直近の取引価格が，正味売
却価格を見積もる基礎となるであろう。」と説明しているO
さらに， IAS第36号 ([6J，para;23)は，③について「資産について拘
束力のある売買契約も活発な市場も存在しない場合，正味売却価格は，企
業が決算日において事情に精通した自発的な当事者間での独立第三者間取
引における資産の売却によって獲得できる金額から処分費用を控除した金
額を反映する入手可能な最善の情報に基づくこととなる。この金額を算定
するさいに，企業は，同一産業内の類似資産についての最近の取引の結果
??? ，?
を考慮するO 正味売却価格は，経営者が即時の売却を強L、られない限り，
強制的売却を反映しない。」と説明している。
IAS第36号 ([6J，para. B 4)は，上記の正味売却価格の本質について，
「言い換えれば，正味売却価格は，貨幣の時間価値および当該キャッシュ・
フローを受け取るに当たっての固有のリスクを市場が考慮した上での，資
産に関する処分費用控除後の将来キャッシュ・フローについての市場の予
測を反映するものである。」と述べているo
なお， IAS第36号 ([6J，para. B 50)は，回収可能価額の算定目的のた
めに， IAS第2号「たな卸資産」において定義された「正味実現可能額」
という用語を用いない理由を次のように指摘している (8)。
(a) IAS第2号による正味実現可能額についての定義は，独立第三者間
取引基準に基づいて実施される取引であることが明示されていなL、。
(b) 正味実現可能額は，通常の営業過程における見積もり売却価格に言
及しているo 正味売却価格は，状況によって，経営者が即時的な売却
を強いられるなら，強制的な売却を反映するであろう。
(c) 正味売却価格が，出発点として，事情に精通した自発的な買い手と
売り手との間で合意した売却価格であることは重要である。
2 )使用価値
IAS第36号 ([6J，para.5)は， I使用価値とは，資産の継続的利用およ
びその耐用年数終了時における処分から生じると期待される見積将来キャッ
シュ・フローの現在価値をいう。」と定義している。 IAS第36号 ([6J，
para.26)によれば，資産の使用価値の見積もりには，次の手順が必要で
あるとされている。
(a) 当該資産の継続的利用および最終的処分から生じる将来キャッシュ・
インフローおよびキャッシュ・アウトフローの見積もり
(b) これらの将来キャッシュ・フローに対する適切な割引率の適用
IAS第36号 ([6J，para.32)は，上記の(a)の「将来キャッシュ・フロー
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の見積もりの構成要素」について，次のように規定している。
(a) 当該資産の継続的使用によるキャッシュ・インフローの予測
(b) 当該資産の継続的使用によるキャッシュ・インフローを発生させる
ため必然的に生じるキャッシュ・アウトフロー(資産の使用を準備す
るためのキャッシュ・アウトフローを含む)で，当該資産に直接帰属
させることができるか，または合理的かっ首尾一貫した基礎に基つ。い
て配分できるものについての予測
(c) もしあれば，資産の耐周年数終了時における資産の処分によって受
け取る(または支払う)正味キャッシュ・フロー
また， IAS第36号 (para.48)は，上記の(b)の「割引率」について， I割
引率は，貨幣の時間価値と当該資産に固有なリスクについての現在の市場
評価を反映した税引前の利率でなければならなし、。この割引率は，将来キャッ
シュ・フローの見積もりが修正されるリスクを反映すべきではない。」と
規定している。
さらに， IAS第36号 ([6J，para.27)は，使用価値を測定するさいにキャッ
シュ竺フローを予測する具体的な方法について，次のように規定している O
(a) キャッシュ・フローの予測は，当該資産の残存耐周年数にわたり存
在するであろう経済的状況の趨勢に関する経営者の最善の見積もりを
反映する，合理的かっ支持できる前提を基礎にしなければならな ~'o
外部証拠により重点を置かなければならな~'0 
(b) キャッシュ・フローの予測は，経営者によって承認された直近の財
務予算・予測を基礎にしなければならなL、。これらの予算・予測を基
礎とした予測は，より長い期間が正当化できない限り，最長でも 5年
間にわたるものでなければならなL、。
(c) 直近の予算・予測の期間を超えたキャッシュ・フロー予測は，逓増
率が正当化できる場合を除いて，その後の年度に対し一定のまたは逓
減する成長率を用いた予算・予測に基づくキャッシュ・フロー予測を
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外挿することにより見積もらなければならない。この成長率は，より
高い成長率が正当化できない限り，当該製品，産業あるいは企業が活
動している国または資産が使用されている市場にとっての長期的平均
成長率を超えてはならない。
3 )現金生成単位の回収可能価額
IAS第36号 ([6J，para.65)は，現金生成単位の回収可能価額について，
「資産が減損しているかもしれない兆候がある場合には，個別資産につい
て回収可能価額を見積もらなければならな~'0個別資産についての回収可
能価額の見積もりができない場合には，企業は，当該資産が属する現金生
成単位(当該資産の現金生成単位)の回収可能価額を算定しなければなら
ない。」と規定している。 IAS第36号 ([6J，para.5)によれば， I現金生
成単位とは，他の資産または資産グループからのキャッシュ・インフロー
とは概ね独立した，継続的使用によるキャッシュ・インフローをもたらすもの
として識別できる資産グループの最小単位を~，う。」と定義されている。
IAS第36号 ([6J，para.66)によれば，次のような場合には，現金生成
単位としてしかその回収可能価額は，算定できないとされている O
(a) 当該資産の使用価値をその正味売却価格に近似するものとして見積
もることができない場合(たとえば，当該資産の継続的使用からのキャッ
シュ・フローが無視できないものと見積もられる場合)および
(b) 当該資産が，他の資産からのキャッシュ・インフローとは概ね独立
した，継続的使用によるキャッシュ・インフローを発生させない場合
このような場合には，使用価値， したがって，回収可能価額も当該資産
の現金生成単位についてのみ算定できるO
IAS第36号 ([6J，para.66)は，現金生成単位としてしか回収可能価額
が算定できない例を次のように示している。
「鉱業を営む企業が，鉱業活動を支援するために私設鉄道を所有しているo
私設鉄道は，スクラップ価値でしか売却できず，私設鉄道は鉱山の他の資
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産からのキャッシュ・インフローとは概ね独立した，継続的使用によるキャッ
シュ・インフローを発生させなL、。
私設鉄道のみの使用価値を決定できないので，私設鉄道の回収可能価額
を見積もることは，不可能であるが，おそらく，スクラップ価値とは異な
るO したがって，企業は，私設鉄道が属する現金生成単位，つまり，鉱山
全体の回収可能価額を見積もる。」
(4) のれんに関する会計処理
IAS第36号は，現金生成単位に関連してのれんが計上されている場合の減
損の判定方法について規定している。つまり， IAS第36号 ([6J，para.80) 
によれば， I現金生成単位について減損テストを実施する場合，企業は，当
該現金生成単位に関連するのれんが財務諸表上に認識されているか否かを識
別しなければならなし、。のれんが認識されている場合には，企業は，次のテ
ストを実施しなければならない。」と規定されているo
(a) Iボトム・アップ」テストを実施しなければならない。つまり，企業
は，
( i )のれんの帳簿価額が合理的かっ首尾一貫した基礎に基づいて，検討
対象となっている現金生成単位に配分できるか否かを識別しなければな
らなL、。
(u)検討対象となっている現金生成単位の回収可能価額を帳簿価額(も
しあれば配分されたのれんの帳簿価額を含める。)と比較し， para.88に
準拠して減損損失を認識しなければならなL、。
企業は，のれんの帳簿価額が合理的かっ首尾一貫した基礎に基づいて，検
討対象となっている現金生成単位に配分できない場合においても， Iボトム・
アップ」テストの第二段階を実施しなければならなL、。
(b) Iボトム・アップ」テストを実施するさいに，企業がのれんの帳簿価
額が合理的かっ首尾一貫した基礎に基づいて，検討対象となっている現
金生成単位に配分できない場合には，当該企業は，さらに「トップ・ダ
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ウン」テストも実施しなければならなL、。つまり，企業は，
( i )検討対象となっている現金生成単位を含み，のれんの帳簿価額を合
理的かっ首尾一貫した基礎に基づいて配分できる最小の現金生成単位
(iより大きな」現金生成単位)を識別しなければならなL、。
(ii)当該「より大きな」現金生成単位の回収可能価額をその帳簿価額
(配分されたのれんの帳簿価額を含む)と比較し， para.88に準拠して減
損損失を認識しなければならなL、。
IAS第36号 ([6J，para.88)は，現金生成単位の減損損失についての会計
処理を次のように規定している。
「現金生成単位の回収可能価額が帳簿価額より低L、場合に限り，当該現金
生成単位について減損損失を認識しなければならなL、。減損損失は，次の手
順で当該資産の帳簿価額を減少させるように，配分しなければならなL、。
(a) 最初に，当該現金生成単位に配分されたのれん(もしあれば)に対し
て，配分しなければならなL、。
(b) 次に，当該現金生成単位の各資産の帳簿価額に基づく比例按分によっ
て当該単位内のその他の資産に対して，配分しなければならなL、。
これらの帳簿価額の減少額は，個別資産の減損損失として処理し， para.59 
に準拠して減損損失を認識しなければならない。J
IAS第36号 ([6J，para.A62~A 71)は，のれんに関する「ボトム・アップ」
テストと「トップ・ダウン」テストの適用例を【設例A】と【設例B】によっ
て次のように説明している。
【設例A】 (のれんが合理的かっ首尾一貫した基礎に基づき配分できる
場合)
① 20XO年末，企業Mは， 3，000で企業Zの100%を取得した。企業Zは，
A， BおよびCの3つの現金生成単位を有しており，各々の正味公正価
値は， 1，200， 800および400であった。企業Mは，企業Zについて600
(3，000-2，400)ののれんを認識している (para.A 62)。
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② 20X5年末， Aは，多額の損失を計上した。 Aの回収可能価額は， 1，400 
と見積もられる。帳簿価額の内訳は，下記のとおりである (para.A 63)。
20X5年末
正味帳簿価額
表 1 帳簿価額 (19X5年末)
A 
1，300 
B 
1，200 
C 
800 
のれん
450 
合計
3.750 
③ 企業Zの取得日において， A， BおよびCの正味公正価値が， A， B 
およびCにのれんを比例配分するための合理的な基礎であると考えられ
る ([6J，para. A 64)。なお， この設例においては，税効果は考慮、さ
れていなL、。
1 )のれんの配分
のれん (450)は，上記の③の条件により，表2のように配分される。
表2 のれんの配分 (19X5年末)
20XO年末 A B C 合計
正味公正価値 1，200 800 400 2，400 
比率 50% 33% 17% 100% 
20X5年末 1，300 1，200 800 3，300 正味帳簿価額
のれんの配分 225 150 75 450 (上記比率による)
正味帳簿価額 1，525 1，350 875 3，750 (のれん配分後)
2) Iボトム・アップ」テストの適用と減損損失の処理
IAS第36号のpara.80(a)の「ボトム・アップ」テストに基つeいて，企業
Mは， Aの回収可能価額をのれんの配分後の帳簿価額と比較する ([6J，
para. A 65)。この結果，企業Mは， Aについて減損損失125を認識する。
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この減損損失は， IAS第36号のpara.88に基づ‘いて全額のれんに賦課される
([6J， para. A 66)。
表3 rボトム・アップJテストの適用
20X5年末 A 
のれん配分後の帳簿価額(表2) 1，525 
回収可能価額 1，400 
減損損失 125 
【設例B】 (のれんが合理的かっ首尾一貫した基礎に基づき配分できない
場合)
Zの取得時に生じたのれんをA，BおよびCへ配分する合理的な方法が
なL、。 20X5年末の Zの回収可能価額は， 3，500と見積もられる ([6J，
para. A 67)。
1) rボトム・アップ」テストの適用
20X5年末において， Mは，まず IAS第36号のpara.80(a) に基づいて
「ボトム・アップ」テストを適用する。それは， Aの回収可能額をのれんを
除いた帳簿価額と比較することである [[6J，para. A 68)。
表4 rボトム・アップ」テストの適用
20X5年末 A 
帳簿価額 1.300 
回収可能価額 1，400 
減損損失 O 
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2) Iトップ・ダウン」テストの適用と減損損失の処理
のれんが合理的かっ首尾一貫した基礎に基つ。いてA に配分できないので，
企業Mは， IAS第36号のpara.80(b)に基づいて「トップ・ダウン」テスト
を実施する。企業Mは， z全体の帳簿価額をその回収可能価額と比較する
(Z全体は， A を含み，それに対してのれんを合理的かっ首尾一貫した基礎
に基づいて配分できる最小の現金生成単位である)([6J， para. A 70)。こ
の結果，企業Mは， IAS第36号のpara.88に基づ、いて，全額をのれんに賦課
する減損損失250を認識する ([6J，para. A 71)。
表5 「トップ・ダウン」テストの適用
20X5年末 A B C のれん Z 
帳簿価額 1，300 1，200 800 450 3，750 
「ボトム・アップ」テスト 。 。
の結果生じる減損損失
「ボトム・アップ」テスト 1，300 1，200 800 450 3，750 後の帳簿価額
回収可能価額 3，500 
「トップ・ダウン」テスト (250) の結果生じる減損損失
(5) 全社的資産の会計処理
IAS第36号 ([6J，para.86)は，現金生成単位に関連する全社的資産の減
損を判定する方法について， I現金生成単位を減損についてテストする場合，
企業は，検討対象の現金生成単位に関係するすべての全社的資産を識別しな
ければならなL、。次に，識別された個々の全社的資産に対して， para.80を
適用しなければならない。」と規定している O つまり，
(a) 全社的資産の帳簿価額が合理的かつ首尾一貫した基礎に基づいて，検
討対象となっている現金生成単位に配分できる場合，企業は「ボトム・
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アップ」テストだけを適用しなければならない。また，
(b) 全社的資産の帳簿価額が合理的かつ首尾一貫した基礎に基づいて，検
討対象となっている現金生成単位に配分できない場合，企業は「ボトム・
アップ」テストと fトップ・ダウン」テストの両方を適用しなければな
らなし ¥0
IAS第36号は，全社的資産に関する「ボトム・アップ」テストと「トップ・
ダウン」テストを【設例】によって次のように例示している O
【設例】全社的資産の配分と減損損失
① 企業Mは， 3つの現金生成単位A，BおよびCを有している Q 企業M
が行っている事業の技術環境が悪化している。したがって，企業Mは，
各現金生成単位について減損テストを実施する。 20XO年末，現金生成
単位A，BおよびCの帳簿価額は，それぞれ100，150および200である
([6J， para. A 72)。
② 事業活動は，本社により指揮されている。本社資産の帳簿価額は，
200，つまり，本社の建物が150であり， リサーチ・センターが50である。
各現金生成単位の帳簿価額の比率は，本社建物が各現金生成単位に寄与
する割合の合理的な指標である。リサーチ・センターの帳簿価額は，合
理的な基礎に基づいて個々の現金生成単位に配分できない ([6J，para. 
A 73)。
③ 現金生成単位Aの見積もり残存耐周年数は， 10年である。現金生成単
位BおよびCと本社資産の残存耐周年数は， 20年である。本社資産は，
定額法によって償却されている ([6J，para. A 74)。
④ 各現金生成単位について正味売却価格を計算する基礎はなL、。したがっ
て，各現金生成単位の回収可能価額は，使用価値が基礎となる。使用価
値は， 15%の税引前割引率により計算される ([6J，para. A 74)。
1 )全社的資産の識別
企業Mは， IAS第36号のpara.86に基づいて，まず，企業Mは，検討対象
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となっている個々の現金生成単位に関連するすべての全社的資産を識別する。
当該全社的資産は，本社建物とリサーチ・センターである ([6J，para. A 
76)。次に，企業Mは，各々の全社的資産の処理方法を決定する ([6J，
para. A 77)。
(a) 本社建物の帳簿価額は，検討対象となっている現金生成単位に合理的
かつ首尾一貫した基礎に基づいて，配分できる。したがって， Iボトム・
アップ」テストだけが必要である。
(b) リサーチ・センターの帳簿価額は，検討対象となっている現金生成単
位に合理的かっ首尾一貫した基礎に基づいて，配分できなし、。したがって，
「ボトム・アップ」テストに加えて， Iトップ・ダウン」テストも適用され
るであろう。
2 )全社的資産の配分
本社建物の帳簿価額は，各個別の現金生成単位に配分される。現金生成単
位Aの見積もり残存耐周年数は， 10年であるが，現金生成単位BおよびCと
本社資産の残存耐用年数は， 20年であるので，加重平均法に基づいて配分さ
れる ([6J，para. A 78)。
表 1 本社建物の帳簿価額の加重平均法に基づいて配分の計算
20XO年末 A B C 合計
帳簿価額 100 150 200 450 
耐周年数 10年 20年 20年
耐周年数による加重 l 2 2 
加重後の帳簿価額 100 300 400 800 
建物の比例配分 12% 38% 50% 100% 
(100/800) (300/800) (400/800) 
建物のの帳比簿例価配額分の配分
(上記 に基づく) 19 56 75 
(150) 
帳簿価額(建物の配分後) 119 206 275 600 
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3 )回収可能価額の決定
「ボトム・アップ」テストには，各個別の現金生成単位の回収可能価額の
計算が必要である。「トップ・ダウン」テストには，企業M全体(リサーチ・
センターを含む最小の現金生成単位)としての回収可能価額の計算が必要で
ある (para.A 79)。
表2 20XO年末現在のA，8， CおよびM全体の使用価値の計算
A B C M 
将来 15% 将来 15% 将来 15% 将来 15%可
キャッシュ・ による キャッシュ・ による キャッシュ・ による キャッシュ・ による
年フロー 割引額フロー 割引額フロー 割引額フロー 割引額
1 18 16 9 8 10 9 39 34 
?????
????????
?? ? ?
?，
???????
?
??????
?
??
?
??
『?
』 ?
? ?
ヮ ?
????
?
??
??
??
，??
??
???
??
??
?
??
?????????????????
?????????????
? 。
???
???
『?
?
????
?
??
?
???
?
??
??
?
??
?
?
?『?
。
?
???????????
???
??
???????????
?????
??
??
???????
?
???
??
?
?
?
??
?
?，?
，??
??
72 
105 
128 
143 
155 
162 
166 
167 
169 
132 
131 
131 
?
?
???
??
?
??
?
??
?
???
? ?
?
?
??
?????
?
?
? ??
??
14 33 5 65 9 128 18 
15 30 4 62 8 122 15 
16 26 3 60 6 115 12 
17 22 2 57 5 108 10 
18 18 1 51 4 97 8 
19 14 1 43 3 85 6 
20 一一 10 一」 35 -2 71 -J 
使用価値 1型 164 271 72d注1)
(注1)リサーチ・センターは，企業全体に対して追加的な将来キャッシュ・フロ一手
もたらすと考えられる。したがって，各個別の現金生成単位の使用価値の総額
は，全体としての事業の使用価値よりも少なし、その追加的キャッシュ・フロー
は，本社建物に寄与しない。
-18 (18)一
4 )減損損失の計算
「ボトム・アップ」テストに基づいて，企業Mは，各現金生成単位の帳簿
価額(建物の帳簿価額の配分後)をそれらの回収可能価額と比較する ([6J，
para. A 80)。
表3 iボトム・アップ」テストの適用
20XO年末 A B C 
帳簿価額(建物の帳簿価額の
119 206 275 配分後)(表1)
回収可能価額(表2) 199 164 271 
減損損失 。 (42) (4) 
5 )減損損失の配分
次の手続きは，減損損失を現金生成単位の資産および本社建物に配分する
ことである ([6J，para. A 81)。
表4 現金生成単位BおよびCについての減損損失の配分
現金生成単位 B C 
本社建物に対する配分
現金生成単位に対する配分
(12) (42 x 56/206) 
(30) (42 x 150/206) 
(42) 
6) iトップ・ダウン」テストの適用
(1) (4 x 75/275) 
(3) (4 x 200/275) 
(4) 
リサーチ・センターは，現金生成単位A，BおよびCに対して合理的かっ
首尾一貫した基礎に基づいて，配分できないので， iトップ・ダウン」テス
トに基づいて，企業Mは， リサーチ・センターの帳簿価額が配分される最小
現金生成単位(つまり，企業M全体)の帳簿価額をその回収可能価額と比較
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する ([6J，para. A 82)。
表5 rトップ・ダウンJテストの適用
20XO年末 A 
帳簿価額 100 
「ボトム・アップ」
テストからの減損損失
「ボトム・アップ」
テスト後の帳簿価額
回収可能価額(表2)
「トップ・ダウン」
テストからの減損損失
100 
B 
150 
(30) 
120 
C 建物
200 150 
(3) (13) 
197 137 
リサーチ 企業M
センター
50 650 
(46) 
50 604 
720 
。
上記のように「トップ・ダウン」テストの適用から追加的減損損失は，発
生していなし、。「ボトム・アップ」テストの適用の結果として46の減損損失
だけが認識される ([6J，para.83)。
(削 減損損失の戻し入れに関する会計処理
IAS第36号は，減損損失の戻し入れについて， r企業は，決算日において
過年度に資産について認識した減損損失が， もはや存在しないかもしれない
か，減少しているかもしれない兆候があるか否かを評価しなければならなL、。
そのような兆候がある場合には，企業は，その資産の回収可能価額を見積も
らなければならない ([6]， para.95)oJと規定した上で， r過年度において
認識された減損は，直近の減損の認識時から当該資産の回収可能価額を決定
するために用いた見積もりに変動があった場合に限り，戻し入れなければな
らなL、。このような場合，資産の帳簿価額は，その回収可能価額まで増額し
なければならなし 1。当該増加額は，減損の戻し入れである ([6J，para.99) oJ 
と規定している。ただし， IAS第36号によれば， r資産の使用価値が，単に
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将来キャッシュ・インフローの現在価値が間近になるにつれて，増加するた
め，その資産の帳簿価額よりも大きくなる場合がある。しかしながら，資産
の用役潜在性は増加していなL、。したがって，たとえ資産の回収可能価額が，
その帳簿価額より高くなったとしても，単に時の経過(しばしば，割引の
「巻き戻し」と呼ばれる)によって，減損損失を戻し入れることはしない
([6J， para.101)oJと規定されているO
さらに， IAS第36号は，①個別資産，②現金生成単位および③のれんにつ
いての減損損失に対する戻し入れを次のように規定している。
1 )個別資産についての減損損失に対する戻し入れ
IAS第36号 ([6J，para.102)によれば， I減損損失の戻し入れによって増
加した帳簿価額は，過年度において当該資産について認識された減損損失が
なかったとした場合の(減価償却控除後)帳簿価額を超えてはならない。」
と規定されている。また， I資産についての減損損失の戻し入れは，損益計
算書において直ちに収益として認識しなければならなL、。ただし，他の国際
会計基準(たとえば， IAS第16号『有形固定資産』において許容されている
代替的処理)のもとでの再評価額で計上されている場合を除く。再評価され
た資産の戻し入れは，当該他の国際会計基準のもとでの再評価額の増加とし
て処理しなければならない ([6J，para.104) 0 Jと規定されている。
2 )現金生成単位についての減損損失に対する戻し入れ
IAS第36号 ([6J，para.107)によれば， I現金生成単位についての減損損
失に対する戻し入れは，当該現金生成単位の資産の帳簿価額を次の手順で増
額するように配分しなければならない。」と規定されているO
(a) まず，のれん以外の資産に対してその現金生成単位内の各資産の帳簿
価額を基礎に比例按分して配分じ，
(b) 次に， para.109の要請を満たす場合には，現金生成単位に配分された
のれん(もしある場合)に配分するO
また， IAS第36号 ([6J，para.107)によれば， Iこれらの帳簿価額の増加
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は，個別資産についての減損損失の戻し入れとして処理され， para.l04に準
拠して認識されなければならない。Jと規定されている。
3 )のれんについての減損損失に対する戻し入れ
IAS第36号 ([6J，para.l09)によれば， i para.99の要請の例外として，
のれんについて認識した減損損失は，次の場合を除き，その後の期間におい
て戻し入れてはならない。」と規定されている。
(a) 当該減損損失は，今後，再発生するとは考えらない異常な性質を有す
る特定の外部事象によって発生している O かつ，
(b) その事象の影響を覆すようなその後の外部事象が発生している。
m IAS第36号による認識・測定基準を支持する見解
第E節で述べたように， IAS第36号 ([6J，para.58)は，減損の認識・測定
基準について「資産の回収可能価額(資産の正味売却価格と使用価値のいずれ
か高い方の金額一引用者挿入)が帳簿価額より低い場合に限り，当該資産の帳
簿価額をその回収可能価額まで減額しなければならない。当該減少額が，減損
損失である。」と規定している。本節では， IAS第36号による認識・測定基準
を支持する見解を明らかにする。 IAS第36号による認識・測定基準を支持する
見解は，次のような論理によって説明される (9)。
① 減損資産の回収可能価額(正味売却価格と使用価値のいずれか高い方の
金額)によって，減損損失を測定すべきであるとの規定は，資産の回収可
能価額についての測定は，合理的な経営者がとる可能性の高い行動を反映
しなければならないとの前提に基づいている。
② 合理的な経営者の行動によれば，企業は，資産の売却からの正味受取額
(正味売却価格)が資産を営業活動において継続的に使用することから生
じる価値(使用価値)よりも高ければ，当該資産の売却を決定するであろ
う。また，企業は，資産を営業活動において継続的に使用することから生
じる価値(使用価値)が，資産の売却からの正味受取額(正味売却価格)
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よりも高ければ，その資産を保有し，使用することを決定するであろう。
③ したがって，合理的な経営者の行動を前提にすれば，減損資産の正味売
却価格と使用価値のいずれか高い方の金額をその回収可能価額として測定
し，帳簿価額がその回収可能額を超過する金額を減損損失として測定すべ
きである(10)o
IAS第36号は，上記の認識・測定基準を支持する見解を次のように述べて
いる(11)。
「回収可能価額を正味売却価格と使用価値のいずれか高い方の金額としな
ければならないとする規定は，資産の回収可能価額についての測定は合理的
な経営者がとる可能性の高い行動を反映しなければならないとする判断から
生じる。さらに，当該資産の回収可能価額に関する市場の予測(正味売却価
格の基礎)を資産を所有する個別企業によって行われた合理的な見積もり
(使用価値の基礎)より優先させてはならず，また，その逆も同様である。
市場の前提または企業の前提のほうが真実である可能性がより高~，かどうか
は，不明である。現状では， IAS第36号の範囲内の多くの資産については完
全な市場は存在せず，誰が行ったとしても，将来に関する予想が完全に正確
であることはないであろう ([6J，para.B35)。
回収可能価額の測定を律すべき原則を決定するさいに，理事会は，第一段
階として，企業が減損される資産を発見する場合，どのように対処するかを
考慮、した。理事会は，そのような場合，企業は資産を保有し続けるかまたは
処分するかのいずれかであると断定した。たとえば，企業は，資産の用役潜
在性が減少したことを発見した場合，次のように決定する O
(a) 企業は，資産の売却からの正味受取額が営業活動において継続的に使
用するよりも高い投資利益をもたらすならば，当該資産の売却を決定す
るであろう。または，
(b) 企業は，資産の用役潜在性が当初の予測より低いとしても，その資産
を保有し，使用することを決定するであろう。その理由として，次のよ
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うなことが考えられる。
( i )当該資産を直ちに売却または処分することができなL、。
(ii)当該資産を安値でしか売却することができなL、。
(温)追加的な努力または支出は必要だが，当該資産の用役潜在性を回収
できる。
(iv)当該資産は当初予測したほどではないが，なお収益力がある。
理事会は合理的な企業の行う意思決定は，実質的には，資産から予想され
る見積正味将来キャッシュ・フローに基づく投資意思決定であると結論づけ
た ([6J，para.B20)oJ 
また，イギリスの会計基準・ FRS第11号もアペンディクスWにおいて，
上記の認識・測定基準を支持する見解を次のように述べている。
iF R S第1号によれば，減損は，固定資産の帳簿価額とその回収可能価
額とを比較することによって，測定される O 回収可能価額は，売却か継続的
利用かのいずれかによって，固定資産または利益生成単位からもたらされる
キャッシュ・フローに基づくものであるO 固定資産またはのれんは，売却ま
たは使用によって回収できる金額のうちより大きい方に切り下げられる場合，
それらは，企業実体にとって上限額で記録される。企業実体が，できる限り
大きな価値を回収するように，固定資産または利益生成単位を利用または売
却する選択をしないなら，そうしないことからの損失は，利用によってより
多くが回収される場合には，固定資産または利益生成単位が売却される期間
に記録されるか，それらが売却によってより多くが回収される場合には，そ
れらが利用される期間に記録される ([lJ，para.5 )。
審議会によれば，このこと(固定資産の帳簿価額とその回収可能価額とを
比較することによって，減損を測定すること)は，固定資産または利益生成
単位が減損する場合になされる経済的意思決定についての真実の表示を表し
でいる([lJ， para.6 )oJ 
また， IAS第36号 ([6J，para.B28)は，減損資産を測定するために公正
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価値を用いることに反対する論点を次のように指摘しているが，これらの論
点は，いずれもIAS第36号による認識・測定基準を支持する見解の論理を補
強するものであると考えられるω。
(a) 理事会は，資産の回収可能価額に関する市場の予測(市場価格が入手
できる場合の公正価値の基礎および正味売却価格の基礎)を当該資産を
所有する個別企業の行う合理的な見積り(市場価格が入手できない場合
の公正価値の基礎および使用価値の基礎)より優先させてはならないと
考える。たとえば，ある企業が，市場で入手できる情報よりすぐれた将
来キャッシュ・フローに関する情報を有することがあろう。または，あ
る企業がその最善の用途とする市場の見解と異なる方法で資産を利用す
ることを計画することもあろう。
(b) 市場価値は，公正価値を見積もる方法であるが，それは，買い手およ
び売り手の双方に取引を行う意思があることを反映する場合に限られる。
企業が資産を利用することによって，それを売却するよりも大きなキャッ
シュ・フローを発生させることができるならば，合理的な企業は資産を
売却する意思はないであろうから，当該資産の市場価値を回収可能価額
の基礎とすることは間違いであるo したがって，回収可能価額は， 2当
事者間の取引(それが生じる見込みはありそうではなし寸だけではなく，
企業による利用からの当該資産の用役潜在性をも考慮、しなければならな
し、。
(c) 理事会は，資産の回収可能価額を評価するに当たって，目的適合性を
有するものは，他の資産との相乗作用による効果を含む，当該資産から
回収すると企業が予測し得る金額であると考えている。
また，イギリスの会計基準・ FRS第1号は，アぺンディクスNにおいて，
減損資産を測定するために公正価値を用いることに反対する論点を次のよう
に指摘しているが，これらの論点は，いずれもIAS第36号による認識・測定
基準を支持する見解の論理を補強するものであると考えられる O
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「代替的アプローチによれば，減損は公正価値を参照することによって，
測定される。それは，資産または負債が，強制的または清算的売却ではなく，
事情に精通した自発的な当事者間での独立第三者間取引で交換される金額で
ある。これは，米国基準によって採用されたアプローチである。厚みのある
活発な市場のある多くの資産にとって，公正価値，正味実現可能価値および
使用価値は，大きく異なることはないであろう。そのような市場がない場合
または企業実体が市場における他の参加者に対じて一般的に開放されていな
い特定の目的のために資産を使用する場合，正味実現可能価値および使用価
値は，大きく異なるであろう。公正価値という概念は，うまく定義されな~'0 
たとえば，使用価値のほうが大きい場合でさえ，公正価値は，正味実現可能
価値(取引費用控除する)に等しいと仮定される。しかし，そのような仮定
は，売り手は，使用価値より低い価額で資産を売却しないであろうとの事実
を反映していなし、。資産の公正価値といわれるものには，疑問の余地がある
([lJ， para.7 )。
審議会によれば，回収可能価額を正味実現可能価値と使用価値のより大き
い方とする定義は，資産を切り下げる金額についてのより正確かっ明確な指
標を与えるので，公正価値という用語の使用よりこの用語を選ぶと考えられ
ている ([lJ，para.8 )oJ 
羽 IAS第36号による認識・測定基準の問題点
IAS第36号による認識・測定基準の問題点として，次の 2点が指摘されてい
る。
① IAS第36号による認識・測定基準によれば，使用価値>正味売却価格の
場合には，回収可能価額として使用価値(将来キャッシュ・フローの割引
現在価値)が用いられるが，使用価値は，主観的な測定値であるとの問題
占
② IAS第36号による認識・測定基準によれば，回収可能価額として使用価
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値が用いられる場合があるが， この場合，内部創設のれんが減損資産の測
定値に含められるとの問題点
IAS第36号 ([6J，para.B27 )は，減損資産を公正価値で、測定すべきある
とする議論において指摘されている上記の 2つの問題点を次のように説明し
ている(13)o
① 回収可能価額を測定する目的は，企業に固有の価値ではなく，市場価値
を見積もることであるO 企業の将来キャッシュ・フローの現在価値につい
ての見積りは主観的であり，場合によっては乱用されるかもしれない。市
場の判断を反映する観測可能な市場価格は，資産から回収される金額につ
いてのより信頼できる測定方法である。それらは経営者の判断の介入する
余地を減少させる。(14)
② 資産が当該企業に対して他の参加企業に比べより大きな正味キャッシュ・
フローを発生させると予測される場合には，そのより高い収益は，ほとん
どすべての場合，事業およびその経営者チームの相乗作用からの内部創設
のれんによって生じる。公開草案第60号『無形資産』における当該内部創
設のれんは，資産として認識してはならないという理事会の提案と整合性
を保つために，これらの市場を超えるキャッシュ・フローは，資産の回収
可能価額の評価から排除すべきである O
また， G4+1のスペシャルレポートも，減損資産を公正価値で測定すべき
あるとする議論において指摘されている上記の 2つの問題点を次のように説
明している(問。
「資産の減損価値として公正価値の採用を支持するワーキンググループの
メンバーは，資産の使用価値が公正価値を超える場合または資産グループの
使用価値が資産グループの公正価値を超える場合，その超過額は，資産また
は資産グループが配置されている企業によってもたらされる識別不能な総合
的便益から生じる正味のキャッシュ・インフローの現在価値を表す。これら
の識別不能な総合的便益は，優れた経営チーム，顧客ローヤリィティおよび
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識別不能な無形資産といった一連の要因によってもたらされるであろう。こ
れらの総合的便益の源泉は，識別不能であるO というのは，それらの各々が，
『上乗せ』が予測される正味のキャッシュ・インフローを発生させるかどう
か，またどの程度発生させるかを信頼しうる方法で決定できなし、からである
([7J， para.2.3.9)。
このワーキンググループのメンバーは，資産の減損価値の測定値にこれら
の総合的便益から生じる正味のキャッシュ・インフローを含めることは，内
部創設のれんを資産として認識することと同じことを意味するとも主張した。
内部創設のれん(識別不能な資産に内包され，購入取引において取得されな
い将来経済的便益)を，資産として認識することは認められていなL、。とい
うのは，それは信頼性をもって測定できる原価または他の価値を有していな
いからである O したがって，ワーキンググループのメンバーは，内部創設の
れんを資産の減損価値の測定値に含めるべきではないと主張した ([7J，
para.2.3.11)oJ 
前記の①の問題点，つまり，回収可能価額として用いられる使用価値(将
来キャッシュ・フローの割引現在価値)は，主観的な測定値であるとの問題
点に対して， 1"市場価格が入手できる場合，公正価値の見積もり金額は，客
観的な測定値であるが，市場価格が入手できない場合，公正価値の見積もり
の評価方法として，市場参加者あるいは企業により期待される将来キャッシュ・
フローの割引現在価値が認められている。」との反論が指摘されている制。
たとえば，ノースカット ([3J，para.35とpara.36の間)は，かかる反論を
次のように指摘している(17)0
「ノースカットによれば，本基準書による長期性資産の本質のため，活発
な市場相場は，めったに入手できないであろう， したがって，他の評価技法
の利用が要求されるであろうと考えられている O 類似資産の価格， レンタル
キャッシュ・フローおよび鑑定評価が，事務所用建物などのような特定資産
に対する合理的な公正価値の見積もり金額を生み出すであろう。しかし，か
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かる見積もり金額は，製造設備または工業用機械設備などのような固有な資
産については，入手できないであろう。ノースカットによれば，公正価値を
見積もるために利用するキャッシュ・フローは，ある種の『市場』キャッシュ・
フロー概念に基づかなければならないと考えられているO 彼は，唯一の入手
可能な情報が，資産の利用および売却から予測される企業実体自体のキャッ
シュ・フローに限られる場合，本基準書の実行可能性に疑問を持っている。」
また，前記の②の問題点，つまり，回収可能価額として使用価値が用いら
れる場合，内部創設のれんが減損資産の測定値に含められるとの問題点に対
して， l'資産グループの公正価値が減損資産の測定値として用いられる場合
においても，減損資産の測定値に内部創設のれんが含まれる。Jとの反論が
指摘されている。たとえば， G 4+1のスペシャルレポート ([7J，
para.2.3.12)は，この反論について， l'資産グループの公正価値がそのグルー
プを構成する資産の市場価格の合計額を超える場合，その差額は，内部創設
のれんを表すであろうと主張するコメンテイターがいる。」と述べている (18)0
また，田中教授 ([8J，157-158頁)は，この反論を「米国会計基準でも，資
産がグループ化される場合，減損損失は個々の資産の公正価値(グループの
資産がグループから分離されて個別に売買される金額)の合計ではなく，グ
ループの公正価値(グループ全体としての資産がグループとして単→の取引
で売買される金額)にもとづいて測定される。資産グループの公正価値は，
グループとしての資産の使用から生じる相乗効果を考慮に入れているから，
一種の内部創設のれんを含むことになる。」と指摘している。
V むすび
IAS第36号による認識・測定基準を支持する見解によれば，①減損資産の回
収可能価額は，合理的な経営者がとる可能性の高い行動を反映しなければなら
ない。②合理的な経営者の行動によれば，正味売却価格が使用価値よりも高け
れば，当該資産の売却を決定するであろう。また，使用価値が正味売却価格よ
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りも高ければ，その資産を保有し，使用することを決定するであろう。③した
がって，合理的な経営者の行動を前提にすれば，減損資産の正味売却価格と使
用価値のいずれか高い方の金額をその回収可能価額として測定し，帳簿価額が
その回収可能額を超過する金額を減損損失として測定すべきであると主張され
るO この見解によれば，使用価値〉正味売却価格の場合には，回収可能価額と
して使用価値(企業固有の将来キャッシュ・フローの割引現在価値)が用いら
れるが，使用価値は，主観的な測定値であり，その利用により内部創設のれん
が減損資産の測定値に含められるとの問題点が指摘されている。
この見解は，使用価値(企業固有の将来キャッシュ・フローの割引現在価値)
が公正価値(市場価格-市場参加者の平均的な予測による将来キャッシュ・フ
ローの割引現在価値)より低い場合に認められる主張であると考えられる。使
用価値く公正価値であるなら，使用価値が，主観的な測定値であるとの問題点
は，公正価値以下での主観的な測定値の使用であり，弊害は少ないと考えられ
る。また，使用価値<公正価値であるなら，使用価値の利用により内部創設の
れんが減損資産の測定値に含められるとの問題点は生じないと考えられるO
使用価値>公正価値であるなら，減損資産を継続的に利用する意思決定は，
新たに資産を購入する意思決定と同等のものと考えられるので，減損資産は，
公正価値で測定すべきであり，その公正価値は，資産の新しい原価基礎として
妥当であると考えられる。
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注( 1 )文献 [7J参照。このスペシャルレポートを作成したワーキンググループのメンバーは，
アメリカ，カナダ，イギリス，オーストラリア，ニュージーランドの各会計基準設定主体お
よび国際会計基準委員会のメンバーやスタッフから構成されている。彼らは，所属する会計
基準設定主体を代表しているが，彼らの見解は， f国人的なものであり，会計基準設定主体に
よって公式に検討されたものではない。
( 2 )討論資料:Financial Accounting Standards Board， Discussion Memorandum a1 a11aJysi旨
ol islIes related to ACCOll11tiI1g lor the ImpaU711e11t ol LOI1g-Lived Assets a11d Idel1tiliable 
111f/iI1gibles (FASB，1990). 
公開草案 FinancialAccounting Standards Board， Exposu陀 Drafts，Proposed Staternents of 
I丸man<ピial Accou凶ting Standards ACCOll11tiI1g lor the Impainne11t ol L011g-Lived Assets 
(FASB，1993). 
(3) SFAS第121号による減損に関する会計処理は，次の 3つの基本的手続で行われる。
①、減損発生の兆候を調査する。つまり，長期性資産の帳簿価額が回収できなL、かもしれな
いことを示すような事象または状況の変化が発生しているかどうかを調査する ([3J，
para.4)。
②減損発生の兆候がある場合，予測される将来キャッシュ・フローの総額を見積もり，そ
れが長期性資産の帳簿価額以下である場合，減損を認識する([3J， para.6) 
③減損が認識される場合，減損の金額は，長期性資産の帳簿価額がその公正価値を超過す
る金額として測定される ([3J，para.7)。
SFAS第121号による減損会計の詳細については，文献 [9Jおよび[lOJ参照のこと。な
お， SFAS第144号 ([5J)は，長期性資産の減損に関する認識・測定基準については， SFAS 
第121号の規定を継承している。
(4)日本基準によれば，減損に関する会計処理は，次の 3つの基本的手続で行われる。
① 減損の兆候がある資産又は資産グループを識別する。つまり，企業は，内部管理目的の
損益報告や事業の再編成等に関する経営計画などの企業内部の情報及び経営環境や資産の
市場価格などの企業外部の要因に関する情報に基つ。き，減損の兆候がある資産又は資産グ
ループを識別する。
② 減損損失を認識する。つまり，減損の兆候がある資産又は資産グループについて，減損
損失を認識するかどうかの判定は，資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッ
シュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって行い，資産又は資産グループから
得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には減損損失を認
識する。
③ 減損損失を測定する。つまり，減損損失を認識すべきであると判定された資産又は資産
グループについては，帳簿価額を回収可能価額(使用価値と正味売却価額のいずれか高い
金額)まで減額し，当該減少額を減損損失として当期の損失とする。
( 5) IAS第36号 ([6J，para.lO)は， r para.9の記載項目は，すべてを網羅するものではない。
企業は，資産が減損している可能性を示す他の兆候を識別することもあり，これらの兆候は，
企業に回収可能価額の算定を要求することとなる。」と規定している。また，イギリスの会
計基準は，減損の兆候について， r事象または状況の変化が，固定資産またはのれんの帳簿
価額が回収でなくなるかもしれないことを示す場合，固定資産またはのれんの減損について
検討すべきである([1 J ， para.8 )。減損が生じるのは，国定資産それ自体または固定資産が
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使用される経済環境のいずれかに何かが起きたことによる。したがって，減損の検討が必要
とされる時期を決定するために減損の兆候の使用を当てにすることができる ([IJ，para.9 )oJ 
と規定した上で，減損が生じたかもしれないことを示す事象または状況の変化の例示として
次のようなものを挙げている([1]， para.lO)。
・固定資産またはのれんが係わる事業における当期営業損失または当該事業の営業活動から
の正味キャッシュ・アウトフローあるいは，その営業活動からの過去の営業損失または正
味キャッシュ・アウトフローかその営業活動からの予測される継続的な営業損失または正
味キャッシュ・アウトフローとの結合
・当期中における固定資産の市場価額の著しい下落
-固定資産の陳腐化または物理的損傷についての証拠
.次の事項における著しく不利な変化
-優れた競争者の参入など固定資産またはのれんが係わる事業または市場のいずれか
一事業が営まれる法的またはその他の規制環境
一買収における固定資産の公正価値を測定するために使用される「価値指標J(たとえば売
上高)
・重大な事業再編を実施するとの経営者による公約
.重要な従業員の大規模な喪失
・固定資産の回収可能価額に重大な影響を与えそうな市場利子率または他の市場利益率にお
ける著しい上昇
( 6) IAS第36号([6]， para.ll) によれば，資産が減損している可能性があることを示す内
部報告から入手した証拠には，次のものの存在が含まれる。
① 当該資産の当初予算よりも極めて高額な，資産を取得するためのキャッシュ・フローま
たはその後の資産の操業若しくは維持に必要な資金;
② 予算よりも著しく悪化している実際の正味キャッシュ・フローまたは資産から発生する
営業損益;
③ 資産から発生する予算化されていた実際の正味キャッシュ・フローまたは営業利益の著
しい悪化，または予算化されていた損失の著しい増加;または
④ 当期の数値を将来の予算上の数値と合計した場合の，当該資産にかかる営業損失または
正味キャッシュ・アウトフロー
(7 )設例は，文献 ([2J，p.25)における設例を修正したものである。
(8) IAS第2号「たな卸資産」は，正味実現可能額を「通常の営業過程における見積もり販
売価格から販売に要する見積費用を控除した金額」であると定義している。
(9) G4+1のスペシャルレポート ([7J，paraユ3.14) によれば， IAS第36号による減損の認
識基準と測定基準を支持する見解は，同じ論理によって説明されるとして， I将来利用する
ために保有されている資産の減損価値は，正味売却価格と使用価値のいずれか高い方の金額
によって測定すべきであると主張するワーキンググループのメンバーがし、る。この見解の合
理性は， para.2ユ17-2.2.23で概述した減損認識の判定基準してこの測定値を用いることに対
する合理性と同じである。」と述べている。
(10) IAS第36号は，資産の回収可能価額の上限額を「企業にとっての価値」とする見解につ
いて， I資産の回収可能価額の上限額として取替原価を採用すべきであると主張する論者が
いる。彼らによれば，企業にとっての価値は，企業が決算日において資産に対して支払う金
額を超えないものであると主張される ([6J，para.B40 )。理事会によれば，取替原価法は，
資産の回収可能価額を測定するために適切ではないと考えられている。その理由は，取替原
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価は，資産の原価を測定するものであり，資産の利用およびまたは処分から回収できる将来
の経済的便益ではない点にある ([6J，para.B41)oJと述べている。
(11) G4+1のスペシャルレポートは，上記の認識・測定基準を支持する見解を次のように述
べている。「減損認識判定基準として，正味売却価格と使用価値のいずれか高い方の金額を
採用することの支持者は，この方針は，合理的な経営者が資産に内包されている用役潜在性
または経済的便益を識別する方法と一貫している。かれらは，資産の使用価値が正味売却価
格を超える場合，企業実体が使用価値のために保有することは合理的なことであろう。逆に，
資産の正味売却価格が使用価値を超える場合，企業実体が資産を売却することは合理的なこ
とであろう。したがって，かれらが提案した減損認識判定基準は，資産が企業実体に提供す
ることが期待される資産の特質および用益の性質を忠実に反映すると主張される。かれらは，
会計文献上， r企業にとっての価値』によって資産を測定する会計モデルのもとで，正味売
却価格と使用価値のいずれか高い方の金額による減損認識判定基準が認められていることを
指摘している ([7J，paraユ2.19)。
減損認識判定基準として，正味売却価格と使用価値のいずれか高い方の金額を採用するこ
との支持者は，次のように主張している。公正価値は，将来利用のために保有されて資産に
対する不適切な減損認識判定基準であろう。というのは，市場参加者は，企業実体によって，
合理的に資産からもたらされると期待されるするよりも少ない正味のキャッシュ・インフロー
がもたらされると期待するであろうからである。特に，特殊な機械設備についてはそうであ
る ([7J，paraユ2.21)oJ
(12) SFAS第121号 ([3J，para.7)は，減損の測定基準を「資産の帳簿価額が資産の公正価値
を超過する金額で測定しなければならない。」と規定している。 SFAS第121号は，この測定
基準を支持する論点として次の2点を主張している。①減損資産を継続的に利用する意思決
定は，新たに資産を購入する投資意思決定と同等のものであるので，減損資産は公正価値で
測定すべきであるとの論点，②公正価値は，容易に入手可能な，客観的かっ信頼しうる測定
値であるとの論点。
SFAS第121号によれば，①の論点は，次のような論理に基づいている。
1.企業実体が，資産を利用することから生じると予測される将来キャッシュ・フローによっ
て，資産の帳簿価額が回収されないであろうと判定した場合，企業実体は，資産を売却し，
その受取額を代替的目的に利用するか，その事業活動において減損資産を継続的に利用す
るかを決定しなければならなL、。この意思決定は，おそらく，これらの代替的行動コース
から生じると予測される将来キャッシュ・フローの比較に基づく ([3J，para.70)。
2. ~、かなる企業実体も，資産を利用し続けるとの代替案が，資産を売却し，その受取額を
再投資するとの代替案以上に，予測される将来キャッシュ・フローを生み出すことが予測
されない限り，おそらく，資産を利用し続ける決定をしないであろう ([3J，para.71)。
3.減損資産を売却するのではなく，継続的に利用する意思決定は，当該資産に投資する意
思決定と経済的には同等のものである。したがって，減損資産は，公正価値で測定すべき
である。減損の金額は，減損資産の帳簿価額が資産の公正価値を超える金額でなければな
らない。その公正価値が資産の新しい原価基礎となる ([3J， para.69)。
SFAS第121号 ([3J，para.72)は，上記の②の論点を「審議会によれば，公正価値は，理
解し易い概念であると考えられている。それは，資産が自発的な意思を有する当事者間での
現在の取引において売買されている金額である。公正価値による測定値は，経済理論の基礎
であり，市場の現実を基礎にしている。公正価値の見積もりは，多くの資産，特に機械設備
にとって，公式な形態で即座に利用可能である。ある種の資産にとって，種種のオンライン
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データベースサービスが，アップツーデートな市場価格情報を提供している。公正価値の見
積もりは，また，資産が自発的な意思を有する当事者間での取引において交換される度に検
証を受ける。」と主張している。
(13) IAS第36号 ([6J，para.B27 )は，減損資産を公正価値で測定すべきあるとする議論に
おいて指摘されている， IAS第36号による認識・測定基準の第三の問題点を「回収可能価額
を正味売却価格と使用価値のいずれか高い方の金額として決定することは，回収可能価額を
見積もるための測定方法は， 1つであるはずなのに， 2つの異なる測定方法を決定するに等し
い。」と説明している。
(14)スペシャルレポート ([7J，paraユ3.8)は，①の問題点について， 1"将来利用するために
保有されている資産の減損価値として使用価値ではなく公正価値の採用を支持するワーキン
ググループのメンバーは，資産の公正価値と使用価値が異なる場合，公正価値のほうが，資
産の減損価値についてのより客観的かつ信頼しうる測定値であると主張している。」と述べ
ている。
(15) G4+1のスペシャルレポート ([7J，paraユ3.10)は，また，②の問題点について， 1" para. 
2.3.9で言及したワーキンググループのメンバーは，資産の減損価値の測定値にこれらの総合
的便益から生じる正味のキャッシュ・インフローを含めることは，実務上もっとも低L、集計
水準での個々の資産または資産グループの帳簿価額に回収可能価額テストを適用すること
(企業ではなく資産および負債を測定すること)が概念上は望ましいとするワーキンググルー
プのメンバーの見解と矛盾するであろうと主張した。」と述べている。
(16) SFAS第121号([3 J ， para. 7 )は，減損の測定(帳簿価額一公正価値)に用いる公正価
値として，①活発な市場における市場価格が入手可能である場合，それを利用し，入手でき
ない場合，②類似の資産の価格または③評価技法による測定値を利用すべきであると規定し
ている。ここで，評価技法による測定値を利用する場合， SFAS第121号 ([3J，para.75)は，
「審議会は，活発な市場における市場相場が存在しない，本基準書の対象となっているある
種のタイプの資産についての公正価値を決定するさいに実務上の問題があることを認識して
いる。評価技法を用いる目的は，公正価値を決定することであるが，審議会は，状況によっ
ては，過剰なコストや努力を払うことなく入手できる唯一の情報が，資産の利用から生じる
企業実体の期待将来キャッシュ・フローに限られることも認めている。」と規定し，公正価
値として個別企業の期待将来キャッシュ・フローを利用するを認めている。また， SFAS第
121号 ([3J，para.74)は， 1"審議会は，活発な市場における市場相場が，資産の公正価値に
ついてのもっとも客観的かっ目的適合的な測定値であり，それが入手可能であるなら，利用
すべきであると結論づけた。市場相場が，入手可能でないならば，公正価値の見積もりは，
その状況において入手可能な最善の情報に基づくべきである。公正価値の見積もりは，類似
の資産にとっての価格やその状況において利用可能な範囲での評価技法の結果を考慮、すべき
である。本基準書の対象となっている資産を測定するための技法は，公正価値を測定すると
の目的と首尾一貫すべきであるし，市場参加者が資産の公正価値についての見積もりにおい
て利用するであろう前提を組み込むべきである。」と述べている。
FASB財務会計諸概念に関するステートメント第7号 ([4J，para.38)も，公正価値の見積
もりと企業により期待される将来キャッシュ・フローの利用とは矛盾しないとして， 1"現在
価値測定の目的として公正価値を採用するとしても，企業実体の予測に基づいた情報と仮定
を用いること妨げるものではない。実際問題として，会計測定にキャッシュ・フローを用い
る企業実体は，市場参加者が資産または負債の公正価値を評価するさいに用いるであろう仮
定についての情報をほとんどまたは全くもたない場合が多いであろう。そのような場合，企
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業実体は，キャッシュ・フローを見積もるさいに過剰なコストや努力を払うことなく入手で
きる情報を用いざるを得ない。将来キャッシュ・フローについての企業実体自身の仮定を用
いることは，市場参加者が異なる仮定を用いるであろうことを示す反証のない限り，公正価
値の見積もりと矛盾するものではない。もしそのような反証が存在するならば，企業実体は，
市場情報を組み込むために自らの仮定を修正しなければならない。」と述べている。
(17) ノースカット ([3]， para.35とpara.36の間)は，さらに，公正価値による測定値の問題
点を次のように指摘している。「さらに，ノースカットによれば，売り手と買い手との間で
の交換取引という概念に基づく公正価値による測定値の利用は，当該資産の本質を考慮、して
いないと考えられている。彼は，公正価値での測定は，オペレーショナルではないと考えて
いる。明らかに，本基準書のパラグラフ6における回収可能性テストは，企業実体ごとのテ
ストである。資産の利用から生じると予測される将来キャッシュ・フローの見積もりは，企
業実体の特定の機械設備および活動に固有の多くの側面を反映している。この見積もりは，
企業実体の労働力の効率，販売努力の効率，その技術の創造性，追加的資本を投資する経営
者の意欲などのような多くの変数についての仮定に依存している。予測される将来キャッシュ・
フローを見積もることは，いくらよくても極めて主観的なプロセスである。しかし，それが
企業実体の特定の機械設備および活動に係わるならば，それは，おそらく企業実体の経営者
の能力の範囲内にある。(改行)ノースカットによれば，予測される将来キャッシュ・フロー
の時期を見積もり，これらのキャッシュ・フローを『リスクに見合う』利率で割り引くこと
は可能であろうが，その結果が公正価値に近似すると考えることは，言い過ぎである。パラ
グラフ70において，審議会によれば，減損資産を売却せずに，利用し続ける意思決定は，代
替的行動コースから予測される将来キャッシュ・フローの比較に基づくものであり，本質的
には資本投資意思決定であると主張されている。審議会によれば，さらに，その代替的コー
スが，予測される将来キャッシュ・フローの観点から，その資産を売却し，その受取額を再
投資するよりも，より多くを生み出すと予測されない限り，し、かなる企業実体も，資産を利
用し続ける意思決定をしないであろうと考えられている。ノースカットによれば，審議会の
合理性は，企業実体固有のキャッシュ・フローは，公正価値を見積もるために利用する市場
に基づくキャッシュ・フローと同じものではないこと， したがって， 2組のキャッシュ・フ
ローを決定しなければならないことを証明していると考えられている。」
(18) G4+1のスペシャルレポートは， この反論について，次のように述べている。「・・・
上述したワーキンググループのメンバーは，このことに不合意である。というのは，資産グ
ループの公正価値に内包される総合的便益は，資産グループに完全に帰属させられうるから
である。(したがって，それは， I識別不能な資産に内包される将来経済的便益」ではなL、。)
内部創設のれんを認識しないことを保証するためには，資産グループが事情に精通した自発
的な当事者間での独立第三者間取引により交換される金額を忠実に反映しているとの信頼し
うる証拠がなければならない。資産グループの公正価値についての信頼しうる証拠には，活
発な市場での市場価格，比較可能な資産について観察される市場価格または他の市場参加者
が公正価値の見積もりを利用するさいの仮定を用いて見積もった正味の将来キャッシュ・イ
ンフローの現在価値がある ([7J，paraユ3.12)。
逆に， para.2.3.9で、指摘したワーキンググループのメンバーは，次のように主張している。
資産グループの使用価値がその公正価値を超える場合， I市場を超える」正味のキャッシュ・
インフローは，明らかに資産グループによってもたらされることはない。というのは，資産
グループに内包される総合的便益の価値は，公正価値に織り込まれるからである ([7J，
paraユ3.13)oJ
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